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１．金額・条件等 

(1) 根拠 

三井住友フィナンシャルグループの「経営の健全化のための計画」(15 年 9月公表)に

ついて策定から 2 年を経過したことから、「経営健全化計画の見直しについての基本的

考え方」(金融再生委員会、11 年 9 月 30 日付)及び「金融機能の早期健全化のための緊

急措置に関する法律施行令」第 1 条の 2 に基づき、三井住友フィナンシャルグループの

「経営の健全化のための計画」を本計画に変更いたします。 

なお、三井住友フィナンシャルグループは、「金融機能の早期健全化のための緊急措置

に関する法律」第 5 条第 4 項の規定に従い、金融庁に対して、本計画の履行状況を報告

してまいります。 

 

(2) 発行金額、発行条件、商品性 

株式会社整理回収機構にお引受けいただいております優先株式の概要は以下の通りで

すが、発行条件等の実質的な変更はありません。 

 

なお、第一種優先株式及び第三種優先株式の一部（合計 2,010 億円）に関し、整理回

収機構を通じ預金保険機構に対しまして、普通株式への転換及び転換後の普通株式の処

分について申出を行い、16 年 9月 30 日に承認いただきました。 

本件により、同日付で転換された普通株式につきましては、16 年 11 月 2 日に売却が

完了した旨、預金保険機構より公表されております。なお、16 年 11 月 2 日、当社は東

証 ToSTNeT-2（終値取引）により、対当する自己株式の買付を実施いたしました。 

 

 

 

 

 




